公私協働時代における職務専念義務免除のあり方 by 曽和 俊文 & Toshifumi Sowa
１ は じ め に
はじめに, 本稿で検討する問題の概略と, 少し大げさな論文タイトルと
の関係について説明しておきたい。
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(１) 三田市オンブズパーソンは, ｢三田市オンブズパーソン条例｣ に基づ
き, 2014年４月に発足した。委員は２名で任期は３年。私は初代オンブ
ズパーソンの一人として任命され, 現在第２期を迎えている。三田市行







なお, ｢行政管理研究センター｣ による全国調査 (行政管理研究センター
｢地方公共団体における公的オンブズマン制度の実態把握のための調査研究報告
書｣ (2016.3) 参照。報告書は, 2018年３月27日現在, http://www.soumu.go.jp/








根茂『オンブズマン法 [新版]』(弘文堂, 1997年), 平松毅『各国オンブ
ズマンの制度と運用』(成文堂, 2012年), 行政救済制度におけるオンブズ
マンの位置づけについては, さしあたり, 曽和俊文・山田洋・亘理格『現
代行政法入門 [第３版]』(有斐閣, 2015年) 189190頁, 354355頁を参照。





そして, ｢公私協働｣ の時代における新たな法的課題として, １) 公的機
能を果たす民間団体における組織・活動のあり方 (民主性, 透明性, 適正
手続など) が問われると同時に, ２) 公的機能を果たす民間団体と行政と
の関係のあり方の検討も求められている。
(２)
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(２) 本稿は ｢公私協働｣ をめぐる法的課題を広く検討するものではない｡
｢公私協働｣ が提起する問題を一般的に検討するものとして, 山本隆司
｢日本における公私協働｣ 稲葉馨・亘理格編『藤田宙靖博士東北大学退職
記念 行政法の思考様式』(青林書院，2008年) 117頁以下, 大久保規子
｢協働の進展と行政法学の課題｣ 磯部力・小早川光郎・芝池義一編『行政
法の新構想 Ⅰ巻』(有斐閣，2011年) 223頁以下, 一藁幸 ｢公私協働に関


































































とが, 商工会議所との連携を強め, 商工業の進展, 街の活性化につながる
と考えられた。




























































は, これに加えて, 市で勤務しない時間につき給与を支給することが, 右
各条項の趣旨に反しないものといえるかどうかを慎重に検討するのが相当
である｡｣











































































































の項及び第３項において ｢公益的法人等｣ という｡) との間の取決めに基
づき, 当該公益的法人等の業務にその役職員として専ら従事させるため,
条例で定めるところにより, 職員 (条例で定める職員を除く｡) を派遣す
ることができる｣ と定めている。
すなわち, 派遣先となることのできる団体として, ① ｢その業務の全部
又は一部が当該地方公共団体の事務又は事業と密接な関連を有するもの｣
であること, ② ｢当該地方公共団体がその施策の推進を図るため人的援助














































ずれかに該当しかつ④にも該当する場合 (以上を ｢給与支給可能業務｣ と

















ここで問題となった自治会連合会 (以下では ｢連合会｣ という｡) とは,
三田市内の単位自治会 (後記参照) の連合組織であり, その事務局は, 市
役所のコミュニティ課内にある。コミュニティ課の職員が連合会事務局員
を兼ねており, 連合会総会の準備, 名簿の整理などの連合会の事務を, 連
合会の指示の下で補助執行している。
三田市内には (申し立てがあった時点で) 183の区・自治会 (以下 ｢単






連合会の意思は,  総会 (臨時総会を除き毎年１回開催され, 各単位自治
会の区長・自治会長が出席したうえで, ①連合会の基本的事項, ②会則の制定
及び改廃, ③予算及び決算の承認, ④その他重要事項に関することを決定する),
 正副会長会 (毎月１回開催され, 連合会の会長及び副会長が出席したうえ
で, 連合会の円滑な運営を推進するために, 連合会の基本的な方針 (案) 等を
策定する),  運営役員会 (毎月１回開催され, 連合会の会長, 副会長, 会
計及び常任理事が出席したうえで, 執行議決機関として連合会の重要課題及び



























































































































団体 (職員親睦会, 文化会館事業協会, 学校教職員互助会など) に分ける
ことができる。
 ｢上記の [①～④の] 団体は, 市の行政目的達成のため, 市が実施
論
説
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(３) なお, 他の類似事案としては, 鎌ケ谷市の市民活動推進課長が, 鎌ケ
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係の事務分掌である『自治会等の活動育成及び連絡調整に関すること｡』


























































その一般会計事務等ごく一部にすぎないこと, 及び, Ｐが, 観光協会の一
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様の目的を達成することができたかどうかを考慮することは相当ではない
というべきであるから, 上記主張は, それ自体失当である｣。















































三田市の ｢職務専念義務の特例に関する条例｣ ２条は ｢職員は, 次の各
号のいずれかに該当する場合においては, あらかじめ任命権者又はその委
任を受けた者の承認を得て, その職務に専念する義務を免除されることが























108(108) 法と政治 69巻 1号 (2018年 6月)
加する場合, 前２号に規定する場合を除くほか, 市長が定める場合｣ を
挙げている。
さらに, 上記条例２条３号を受けて, 三田市 ｢職務に専念する義務の特












































もっとも, ｢職務専念義務の特例に関する条例｣ ２条１号及び ｢職務に
専念する義務の特例に関する規則｣ ２条１号は, ｢あらかじめ任命権者又
はその委任を受けた者の承認を得て, その職務に専念する義務を免除され











































三田市 ｢一般職の職員の給与に関する条例｣ 14条の定める ｢任命権者
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三田市観光協会は, 様々な観光客誘致イベントを実施するほか, ツーリズ













































































































の免除｣ と ｢給与の支給｣ についての法的仕組みについて, 次のような提
言を行っている。
1) 第３類型, 第４類型に該当する外部団体については, 職務専念義
務の特例に関する条例｣ ２条１号及び ｢職務に専念する義務の特例に関す










































































































団体 ( 三田市区・自治会連合会,  三田市民生委員児童委員協議会, 
三田市赤十字奉仕団,  三田市 PTA 連合会) は, 当該外部団体名を三田市
の関係する条例・規則に列記したうえで, 任命権者の承認を得たものとみ
なすように規定を整備すべきである。






4) 整備の対象となる関係条例・規則は,  ｢職務に専念する義務の
特例に関する条例｣ 及び ｢職務に専念する義務の特例に関する規則｣, 及
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() 条例改正
以上のオンブズパーソンの提言や指摘を受けて, 三田市では条例改正が



















































































２ 前項の規定にかかわらず, 規則で定める団体にあつては, 同項に
規定するあらかじめ任命権者又はその委任を受けた者の承認を得たも
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Public Official’s Support to the Resident’s
Associations located in the City Hall :
Some Legal Problems in the Public-Private Partnership
Toshifumi SOWA
Recently, public-private cooperation theory is drawing much attention in
our administrative law theory. This paper examined one of the legal prob-
lems accompanying public-private cooperation theory in using a case I expe-
rienced as a material.
What kind of legal problems will arise when public officials of local govern-
ments do the affairs of external public entities with offices located in the city
hall. How to harmonize public official’s obligation to concentrate on their
public service and to ensure independence of external organizations. These
are issues to be discussed in this paper.
I will show the table of contents below.
Introduction
1 Legal system over dispatching public officials to external organizations
2 Relationship with the public officials duty to concentrate on their public
service and the duty to ensure the independence of external organiza-
tions
3 One solution and some issues in the future : local government ordinance
revision
Conclusion
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